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証券コード1867
平 成 2 9 年 ６ 月 ９ 日

株 主 各 位
新 潟 県 柏 崎 市 新 橋 ２ 番 ８ 号
株 式 会 社 植 木 組
代表取締役社長 植 木 義 明

第70回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第70回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手
数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、平成29年６月26日（月曜日）午後５時30分までに到着するようご
返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月27日（火曜日）午前10時
２．場 所 新潟県柏崎市駅前２丁目２番30号

柏崎エネルギーホール　２階ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第70期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第70期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の
件
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決 議 事 項
第１号議案 株式併合の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
あげます。

◎　本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第18条の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.uekigumi.co.jp/)に掲載しておりますので、
本招集ご通知には記載しておりません。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」

　　なお、これらの事項は、監査等委員会が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査し
た連結計算書類及び計算書類に含まれております。

◎　株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.uekigumi.co.jp/）に掲載させていただきます。

◎　当日は、株主総会スタッフにつきましては、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、株主の
皆様におかれましても軽装でご出席くださいますようお願い申しあげます。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　株式併合の件

１．株式併合を行う理由
　全国証券取引所は、投資家をはじめとする市場利用者の利便性の向上等を目的に、国内
上場会社の普通株式の売買単位（単元株式数）を100株に統一する「売買単位の集約に向
けた行動計画」を推進しております。
　当社は、この取組みの趣旨を踏まえ、会社法の定めに従い、平成29年５月11日開催の
取締役会の決議をもって、当社の単元株式数を1,000株から100株に変更することといた
しました。
　これにあたり、単元株式数の変更後も、当社株式の売買単位あたりの価格の水準を維持
し、また、株主の皆様の議決権数に変更が生じることがないよう、当社株式について10株
を１株にする併合を行うとともに、発行可能株式総数についてもこれと同じ割合で現行の
137,000,000株を13,700,000株に変更するものです。
　なお、上記の単元株式数の変更は、本議案が原案のとおり可決されることを条件に、平
成29年10月１日をもって、その効力が発生することとしております。

２．株式併合の内容
⑴　併合の割合

　当社普通株式について、10株を１株に併合いたしたいと存じます。
　なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づ
き一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主様に対して、端数の割合に応じて
分配いたします。

⑵　株式併合の効力発生日
平成29年10月１日

⑶　効力発生日における発行可能株式総数
13,700,000株（株式併合前は137,000,000株）

　なお、株式併合を行うことにより、会社法第182条第２項の規定により、株式併合の
効力発生日に、発行可能株式総数に係る定款の変更をしたものとみなされます。

⑷　その他
　その他手続上必要な事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。
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（ご参考）　本議案が原案のとおり可決された場合には、平成29年10月１日をもって、当社定款の一部が次の
とおり変更されることとなります。
変更の内容は次のとおりであります。

（下線箇所が変更部分を示します。）
現 　 行 　 定 　 款 変 　 　 更 　 　 案

第２章　株　式 第２章　株　式

（発行可能株式総数） （発行可能株式総数）
第６条　当会社の発行可能株式総数は、137,000,000

株とする。
第６条　当会社の発行可能株式総数は、13,700,000

株とする。

（単元株式数） （単元株式数）
第７条　当会社の単元株式数は、1,000株とする。 第７条　当会社の単元株式数は、100株とする。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名全員は、本総会終結の時をもって任期満
了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名の選任をお
願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会において審議を受けたうえで決定しておりま
す。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

1 う え

植
き

木
よ し

義
あ き

明 （昭和28年２月21日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和58年 １月 当社入社
昭和62年 ３月 当社取締役
昭和62年 ４月 当社海外事業部長
平成 ３年 ３月 当社常務取締役
平成 ３年 ４月 当社東京支店長
平成10年 ４月 当社営業本部長

平成13年 ４月 当社専務取締役
平成16年 １月 当社取締役副社長
平成16年 ４月 当社技術本部長
平成16年 ６月 当社代表取締役副社長執行役員
平成18年 ６月 当社代表取締役社長ＣＥＯ

（現任）
■所有する当社株式の数 ■重要な兼職の状況

1,030,729株 一般社団法人新潟県建設業協会会長
■取締役候補者とした理由
　植木義明氏は、平成18年より当社代表取締役社長として強いリーダーシップで当社の経営を担い、企業の経営
者としての豊富な経験、経営に関する高い見識と監督能力を有しており、当社の持続的な成長と中長期的な企業
価値向上の実現のために必要な人物と判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

2 ま つ

松
 

　
ば ら

原
 

　
し ん

眞
の

之
す け

介 （昭和26年７月27日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
平成 ６年 ６月 当社入社
平成14年 ４月 当社第二営業部長
平成16年 ６月 当社執行役員
平成18年 ４月 当社建築営業部長
平成19年 ４月 当社管理本部長兼総務部長
平成20年 ６月 当社取締役常務執行役員

平成23年 ４月 当社取締役専務執行役員
当社建築本部長

平成28年 ６月 当社代表取締役副社長執行役員
（現任）

平成29年 ４月 当社新潟本店長（現任）

■所有する当社株式の数
64,000株

■取締役候補者とした理由
　松原眞之介氏は、営業・技術・管理各部門における豊富な実務経験と高い知見を有し、平成20年から当社取締
役として企業経営に従事し、その職務・職責を適切に果たしており、引き続き当社の経営に貢献できる人物であ
ると判断し、取締役候補者といたしました。

候補者
番　号

3 う え

植
き

木
や す

康
ゆ き

之 （昭和19年11月６日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和42年 ４月 当社入社
昭和43年 ３月 当社取締役
昭和56年 ３月 当社常務取締役
昭和62年 ３月 当社専務取締役
平成 元年 ３月 当社代表取締役副社長

平成 ６年 ６月 当社代表取締役社長
平成16年 ６月 当社代表取締役社長ＣＥＯ
平成18年 ６月 当社代表取締役会長
平成28年 ６月 当社取締役会長（現任）

■所有する当社株式の数
432,850株

■取締役候補者とした理由
　植木康之氏は、昭和43年当社取締役に就任以来、長年にわたり企業経営に従事し、企業の経営者としての豊富
な経験、経営に関する高い見識と監督能力を有しており、引き続き当社の経営に貢献できる人物であると判断し、
取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

4 た て

立
い し

石
 

　
あきら

晶 （昭和26年５月１日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和51年 ４月 当社入社
平成18年 ４月 当社柏崎支店副支店長
平成18年 ７月 当社執行役員
平成19年 ４月 当社土木本部長
平成20年 ６月 当社取締役常務執行役員

平成24年 ３月 当社土木営業部長
平成28年 ４月 当社取締役専務執行役員兼柏崎支店

長（現任）

■所有する当社株式の数
12,000株

■取締役候補者とした理由
　立石晶氏は、土木・営業部門における豊富な実務経験と高い知見を有し、平成20年から当社取締役として企業
経営に従事し、その職務・職責を適切に果たしており、引き続き当社の経営に貢献できる人物であると判断し、
取締役候補者といたしました。

候補者
番　号

5 か に

蟹
さ わ

澤
 

　
ひろし

博 （昭和26年11月30日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和50年 ４月 当社入社
平成10年 ４月 当社建設技術センター長
平成15年 ６月 当社環境エンジニアリング部長
平成16年 ６月 当社執行役員
平成19年 ４月 当社技術本部長

平成20年 ６月 当社常務執行役員
平成20年 ７月 当社事業本部長
平成24年 ６月 当社取締役常務執行役員
平成28年 ４月 当社取締役専務執行役員（現任）
平成29年 ４月 当社事業統括部長（現任）

■所有する当社株式の数
11,000株

■取締役候補者とした理由
　蟹澤博氏は、土木・技術開発部門における豊富な実務経験と高い知見を有し、平成24年から当社取締役として
企業経営に従事し、その職務・職責を適切に果たしており、引き続き当社の経営に貢献できる人物であると判断
し、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

6 し ら

白
い し

石
 

　
おさむ

修 （昭和26年７月29日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和50年 ４月 当社入社
平成12年 ４月 当社東京支店第二営業部長
平成18年 ４月 当社新潟支店長
平成22年 ７月 当社執行役員
平成27年 ４月 当社常務執行役員兼東京支店長

平成27年 ６月 当社取締役常務執行役員兼東京支店
長

平成29年 ４月 当社取締役常務執行役員兼建築統括
部長（現任）

■所有する当社株式の数
8,000株

■取締役候補者とした理由
　白石修氏は、建築・営業部門における豊富な実務経験と高い知見を有し、平成27年から当社取締役として企業
経営に従事し、その職務・職責を適切に果たしており、引き続き当社の経営に貢献できる人物であると判断し、
取締役候補者といたしました。

候補者
番　号

7 み ず

水
し ま

島
か ず

和
の り

憲 （昭和32年１月１日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和54年 ４月 当社入社
平成19年 ４月 当社新規事業推進室長
平成23年 ４月 当社総務部長
平成25年 ４月 当社執行役員兼管理本部副本部長
平成28年 ４月 当社常務執行役員兼管理本部長

平成28年 ６月 当社取締役常務執行役員兼管理本部
長

平成29年 ４月 当社取締役常務執行役員兼管理統括
部長兼経営企画室長（現任）

■所有する当社株式の数
7,000株

■取締役候補者とした理由
　水島和憲氏は、管理部門における豊富な経験と高い知見を有し、平成28年から当社取締役として企業経営に従
事し、その職務・職責を適切に果たしており、引き続き当社の経営に貢献できる人物であると判断し、取締役候
補者といたしました。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき
ましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

1 と ち

栃
く ら

倉
か つ

勝
ゆ き

幸 （昭和31年２月９日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和53年 ４月 当社入社
平成18年 ４月 当社東京支店総務部長
平成25年 ４月 当社管理本部長付
平成25年 ６月 当社常勤監査役
平成27年 ６月 当社取締役常勤監査等委員（現任）
■所有する当社株式の数

7,000株
■取締役候補者とした理由
　栃倉勝幸氏は、管理部門全般にわたり豊富な知見と経験を有し、平成25年からは常勤監査役として適切に職務
を遂行し、内部統制にも精通しており、当社の経営全般について適切に監査・監督ができるものと判断し、引き
続き監査等委員である取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

2 ふ か

深
ざ わ

澤
く に

邦
み つ

光 （昭和21年１月８日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）

昭和39年 ４月 関東信越国税局採用
平成16年 ７月 新潟税務署長
平成17年 ７月 新潟税務署長退職
平成17年 ８月 税理士開業（現任）
平成20年 ６月 当社社外監査役

平成20年 ６月 ㈱テクノリンク社外監査役（現任）
平成21年 ６月 ㈱ヤオコー社外監査役（現任）
平成23年 ２月 ㈱ハツガイ社外監査役（現任）
平成27年 ６月 当社社外取締役監査等委員（現任）
平成29年 ２月 ㈱ＨＡＴＳＵＧＡＩ社外監査役

（現任）
■所有する当社株式の数

3,000株
■社外取締役候補者とした理由
　深澤邦光氏は、直接企業経営に関与された経験はありませんが、税理士として企業会計に精通し、企業経営を
統治する充分な見識を有しており、当社の経営全般について客観的視点で適切に監査・監督していただけるもの
と判断し、引き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
　深澤邦光氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は、本総会終結の時を
もって２年になります。なお、同氏は、過去に当社の業務執行者でない役員（社外監査役）であったことがあり
ます。
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候補者
番　号

3 た ね

種
お か

岡
ひ ろ

弘
あ き

明 （昭和27年６月14日生） 再　任

■略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和50年 ４月 通商産業省（現経済産業省）入省
平成13年 １月 経済産業省政策局調査統計部長
平成13年 ７月 経済産業省退職
平成13年 ７月 日欧産業協力センター事務局長
平成16年 ６月 苫東石油備蓄㈱常務取締役
平成20年 ６月 日本アルコール販売㈱取締役

平成22年 ６月 信和アルコール産業㈱常務取締役
平成23年 ６月 当社社外監査役
平成27年 ４月 日本アルコール販売㈱常務執行役員

（現任）
平成27年 ６月 当社社外取締役監査等委員（現任）

■所有する当社株式の数
3,000株

■社外取締役候補者とした理由
　種岡弘明氏は、日本アルコール販売㈱の常務執行役員であり、長年にわたり企業経営者として培われた見識と
経験等を有しており、当社の経営全般について客観的視点で適切に監査・監督していただけるものと判断し、引
き続き監査等委員である社外取締役候補者といたしました。
　種岡弘明氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、その在任期間は、本総会終結の時を
もって２年になります。なお、同氏は、過去に当社の業務執行者でない役員（社外監査役）であったことがあり
ます。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．深澤邦光氏及び種岡弘明氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、栃倉勝幸氏、深澤邦光氏及び種岡弘明氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会

社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、栃倉勝幸氏、深澤邦光
氏及び種岡弘明氏の再任が承認された場合は、３氏との当該契約を継続する予定です。

４．深澤邦光氏及び種岡弘明氏は、東京証券取引所規則に定める独立役員として同取引所に届け出ており
ます。なお、両氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員とする予定です。

以　上
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（添付書類）
事 業 報 告

(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の各種経済政策や日銀の金融政策等により企
業収益や雇用環境が改善し、個人消費に足踏みが見られるものの景気は総じて回復基調で推
移しました。しかしながら、新興国の経済減速や米国の政治経済動向など海外経済の不確実
性が高まり、依然として先行き不透明な状況が続いております。
　一方、当社グループの中核である建設事業においては、経済政策により公共投資は横ばい
で推移したものの東京都周辺の大型再開発案件などにより、建設投資は総じて堅調に推移し
ました。特に、東京五輪を控え、首都圏での民間投資案件が増加し、低金利を背景に民間住
宅投資も比較的堅調であったことから、総じて受注環境は良好でしたが、地方においては、
公共投資や民間設備投資に力強さが感じられない状況が継続しました。
　このような経営環境の中、当社グループは、市場環境の変化に柔軟かつタイムリーに対応
し、受注物件を精査し、生産性の向上を重点施策に掲げ、安全と品質確保並びに工期遵守を
優先しながら鋭意事業活動を展開してまいりました。
　その結果、主に不動産事業で首都圏のマンション分譲が増加したことから、売上高は450
億51百万円（前期比5.3％増）となりました。
　利益面につきましては、主力の建設事業において、適正な人員配置や原価管理の徹底を図
ることで現場力を高めたものの、土木工事で前期に比べ工事利益率が低下したことにより、
営業利益は17億44百万円（同3.9％減）、経常利益は17億78百万円（同5.3％減）となりま
した。一方で、特別損失や法人税等の税負担が減少したことにより、親会社株主に帰属する
当期純利益は、12億49百万円（同8.9％増）となりました。

－ 12 －



　事業別の業績は次のとおりであります。
（建設事業）
　当社グループの建設事業におきましては、前期からの繰越工事が順調に推移したことによ
り、売上高は379億8百万円（前期比2.4％減）となりました。利益面につきましては、土木
工事において工事利益率が低下したことにより、売上総利益は30億94百万円（同10.6％減）
となりました。
（不動産事業）
　当社グループの不動産事業におきましては、マンション分譲の売上増加により、売上高は
42億4百万円（同310.4％増）となり、売上総利益は7億36百万円（同80.4％増）となりま
した。
（その他の事業）
　当社グループのその他事業におきましては、アスファルト製品等の製造販売を中心とした
建材製造販売等の事業、ソフトウェア関連事業、有料老人ホーム運営事業を中心に、売上高
は29億37百万円（同1.9％増）となり、売上総利益は14億10百万円（同1.4％増）となりま
した。
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　当社の部門別の受注高、売上高、繰越高は次のとおりであります。
（単位：千円）

区　　　　分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建 設
事 業

土　木 17,637,366 28,432,198 19,134,514 26,935,050

建　築 13,599,553 15,173,001 19,072,600 9,699,955

計 31,236,920 43,605,199 38,207,114 36,635,005

不 動 産 事 業 － 374,990 374,990 －

そ の 他 の 事 業 － 859,207 859,207 －

合　　　　計 31,236,920 44,839,397 39,441,312 36,635,005

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、３億86百万円であり、その主なものは、
当社の船舶取得によるものです。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度の設備投資に必要な資金は、自己資金並びに金融機関からの借入金をもっ
て充当しております。
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⑷　対処すべき課題
　政府による公共投資の下支えや民間設備投資、住宅投資の堅調な推移は見込めるものの、
当社グループの中核を成す建設事業を推進するにあたり、建設技術者、技能労働者及び次世
代を担う人材の不足、高齢化が建設業全体の問題として懸念されております。中期経営計画
において、「次世代を担う人材の確保と早期育成」を経営課題として取り上げ、全グループ
を通じた人材交流、育成を中長期的に図り、１人当たりの生産性を向上させ、省人・省力化
を促進することを毎年目標に掲げ、社員一人一人の能力とパフォーマンスの向上を全社を挙
げて取り組んでいます。
　また、公共工事においては、総合評価方式により企業の技術力が重視されてきています。
このような状況下、技術資格取得の奨励と教育指導の徹底による個々の技術力の向上を通じ
て現場力をアップさせ、i-construction等の情報化技術や新技術により省力化や競争力強化
を全社一体となって取り組み、営業力とマネジメント力を磨き、社会・経済の動向に即した
顧客対応の向上が最も重要であると認識しております。
　このため、営業、設計、施工部門が一体となった受注活動を展開しています。

⑸　財産及び損益の状況の推移

区　　分 第67期
(平成26年３月期)

第68期
(平成27年３月期)

第69期
(平成28年３月期)

第70期(当期)
(平成29年３月期)

売 上 高(百万円) 43,428 46,267 42,767 45,051
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益(百万円) 804 911 1,146 1,249

１ 株 当 た り の
当 期 純 利 益 (円) 24.29 27.53 34.64 37.73

総 資 産 額(百万円) 39,357 41,329 38,943 41,865
純 資 産 額(百万円) 15,779 16,703 17,468 18,726
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⑹　重要な親会社及び子会社の状況
①　重要な親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

北陸施設工業株式会社 50百万円 100％ 鉄道軌道工事、土木・管更生工事の請負

植木不動産株式会社 300百万円 100％ 不動産の売買、賃貸及び仲介

株式会社ユニテック 50百万円 100％ ソフトウェアの開発・販売

株 式 会 社 植 木 機 工 90百万円 100％ 土木・建築工事、アスベスト処理工事の請負、建設
資材のリース

株 式 会 社 ア ス カ 25百万円 100％ 管工事、土木工事の請負、発電用施設の保守

（注）特定完全子会社に該当する会社はありません。

⑺　主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社グループは、建設事業、不動産事業を主な事業としており、その他の事業では建材製
造販売等の事業、ソフトウェアの開発及び販売事業、介護福祉事業、ゴルフ場運営事業等を
行っております。
　主な事業会社である当社は、建設業法により特定建設業者「(特－26)第2805号」及び一
般建設業者「(般－26)第2805号」として国土交通大臣許可を受け、土木、建築並びにこれ
らに関連する事業を行うほか、宅地建物取引業法により宅地建物取引業者「(10)第2677号」
として国土交通大臣免許を受け、不動産に関する事業を行っております。
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⑻　主要な営業所等（平成29年３月31日現在）
①　当社

本 　 社 新潟県柏崎市新橋２番８号

支 　 店 東京支店（東京都千代田区）、東北支店（宮城県仙台市）、柏崎支店（新潟県柏崎市）、
新潟支店（新潟県新潟市）、長岡支店（新潟県長岡市）、上越支店（新潟県上越市）

営 業 所 長野、金沢、千葉、埼玉、十日町、燕

（注）１．平成29年４月１日付をもって、新潟本店を新設いたしました。
２．東京支店は、平成29年４月１日付をもって、東京本店となりました。

②　主要な子会社
北 陸 施 設 工 業 株 式 会 社 本社（新潟県長岡市）

植 木 不 動 産 株 式 会 社 本社（新潟県柏崎市）、柏崎支店（新潟県柏崎市）、
東京支店（東京都千代田区）、新潟支店（新潟県新潟市）

株 式 会 社 ユ ニ テ ッ ク 本店（新潟県柏崎市）、東京本社（東京都千代田区）

株 式 会 社 植 木 機 工 本社（新潟県柏崎市）

株 式 会 社 ア ス カ 本社（新潟県柏崎市）

⑼　従業員の状況（平成29年３月31日現在）
企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

927名 4名増

当社の従業員の状況
区 　 　 分 従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男 　 　 性 552名 4名増 45.9歳 20.8年

女 　 　 性 35名 1名減 43.6歳 16.9年

合計又は平均 587名 3名増 45.7歳 20.6年
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⑽　主要な借入先（平成29年３月31日現在）
借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 第 四 銀 行 2,041百万円

株 式 会 社 北 越 銀 行 1,100百万円

株 式 会 社 大 光 銀 行 802百万円
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２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 137,000,000株
⑵　発行済株式の総数 34,367,644株（自己株式1,266,207株を含む。）
⑶　株主数 4,135名
⑷　大株主（上位10名）

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）

株 式 会 社 ウ エ キ エ ー ジ ェ ン シ ー 1,620 4.89

株 式 会 社 第 四 銀 行 1,618 4.89

植 木 組 共 栄 会 1,445 4.36

株 式 会 社 ア キ バ 1,300 3.93

株 式 会 社 北 越 銀 行 1,034 3.12

植 木 義 明 1,030 3.11

株 式 会 社 大 光 銀 行 747 2.26

住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 677 2.05

植 木 組 社 員 持 株 会 660 1.99

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 649 1.96

（注）１．当社は、自己株式を1,266,207株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
　特に記載すべき重要な事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
⑴　取締役の氏名等（平成29年３月31日現在）

地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 Ｃ Ｅ Ｏ 植 木 義 明 一般社団法人新潟県建設業協会会長

代表取締役副社長執行役員 松 　 原 　 眞 之 介 建築本部長

取 締 役 会 長 植 木 康 之

取 締 役 専 務 執 行 役 員 立 石 　 晶 柏崎支店長

取 締 役 専 務 執 行 役 員 蟹 澤 　 博 事業本部長

取 締 役 常 務 執 行 役 員 白 石 　 修 東京支店長

取 締 役 常 務 執 行 役 員 水 島 和 憲 管理本部長、総務部長

取締役（常勤監査等委員） 栃 倉 勝 幸

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 深 澤 邦 光
税理士、㈱ヤオコー社外監査役
㈱テクノリンク社外監査役、㈱ハツガイ社外監査役
㈱ＨＡＴＳＵＧＡＩ社外監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 種 岡 弘 明 日本アルコール販売㈱常務執行役員
（注）１．取締役（監査等委員）深澤邦光氏及び種岡弘明氏は、社外取締役であります。当社は、深澤邦光氏及

び種岡弘明氏を東京証券取引所規則に定める独立役員として、同取引所に届け出ております。
２．取締役（監査等委員）深澤邦光氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
３．当事業年度中における取締役の異動

平成28年６月28日開催の第69回定時株主総会終結の時をもって、近藤文彰氏は、任期満了により取
締役を退任いたしました。
平成28年６月28日開催の第69回定時株主総会において、水島和憲氏が取締役に選任され、就任いた
しました。

４．監査等の環境の整備及び社内の情報収集を行うことにより、監査の実効性を高め、監査・監督機能を
強化するために栃倉勝幸氏を常勤の監査等委員として選定しております。

５．平成29年４月１日付で取締役の担当及び重要な兼職の状況が次のとおり変更となりました。
地　　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役副社長執行役員 松 　 原 　 眞 之 介 新潟本店長
取 締 役 専 務 執 行 役 員 蟹 澤 　 博 事業統括部長
取 締 役 常 務 執 行 役 員 白 石 　 修 建築統括部長
取 締 役 常 務 執 行 役 員 水 島 和 憲 管理統括部長、経営企画室長
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＜ご参考＞　平成29年３月31日現在の取締役兼務者を除く執行役員は次のとおりであります。
地　　位 氏　　名 担　　　　　当

常 務 執 行 役 員 金 澤 良 昭 上越支店長
常 務 執 行 役 員 日 下 部 　 久 　 夫 土木本部長、土木部長
執 行 役 員 武 藤 和 男 建築部長
執 行 役 員 楡 井 寛 志 東北支店長
執 行 役 員 春 日 孝 郎 長岡支店長
執 行 役 員 山 谷 吉 久 購買積算部長
　平成29年４月１日付で執行役員の地位、担当が次のとおり変更となりました。

地　　位 氏　　名 担　　　　　当
顧 問 金 澤 良 昭
常 務 執 行 役 員 日 下 部 　 久 　 夫 土木統括部長
常 務 執 行 役 員 春 日 孝 郎 東京本店長
執 行 役 員 武 藤 和 男 新潟本店建築部長
執 行 役 員 楡 井 寛 志 新潟本店土木営業部長
執 行 役 員 山 谷 吉 久 新潟本店購買積算部長、東京本店購買積算部長

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社は、取締役（監査等委員）栃倉勝幸氏、深澤邦光氏、種岡弘明氏との間で、会社法第
427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額としております。
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⑶　取締役の報酬等の額
区 　 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く 。 ） 8名 139,660千円

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 3名 16,624千円
 

（う ち 社 外 取 締
 

役） （2名） （5,892千円）

合 　 　 計 11名 156,284千円
（注）１．上記には、平成28年６月28日開催の第69回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等

委員を除く。）１名を含んでおります。
２．上記の報酬等の額には、当事業年度における役員賞与引当金繰入額2,666千円（取締役（監査等委員

を除く。）７名に対し、2,434千円、取締役（監査等委員）１名に対し232千円）が含まれておりま
す。

３．上記のほか、平成26年６月27日開催の第67回定時株主総会の役員退職慰労金打ち切り支給決議に基
づき、当事業年度中に退任した取締役（監査等委員を除く。）１名に対し、役員退職慰労金21,000千
円を支給しております。

⑷　社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係

　取締役（監査等委員）深澤邦光氏は、株式会社ヤオコー、株式会社テクノリンク、株式
会社ハツガイ及び株式会社ＨＡＴＳＵＧＡＩの社外監査役を兼務しております。なお、当
社と株式会社ヤオコーとの間には、建設工事に関する取引があり、株式会社テクノリンク、
株式会社ハツガイ及び株式会社ＨＡＴＳＵＧＡＩとの間には取引がありません。
　取締役（監査等委員）種岡弘明氏は、日本アルコール販売株式会社の常務執行役員を兼
務しております。なお、当社と日本アルコール販売株式会社との間には取引がありません。

②　当事業年度における主な活動状況
区　分 氏　　名 出席状況及び発言状況

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ）

深 澤 邦 光
当事業年度中に開催された取締役会10回のうち10回出席（100.0％）
し、監査等委員会に14回のうち14回出席（100.0％）し、主に税理士
としての専門的見地から、適宜、必要な発言を行っております。

種 岡 弘 明
当事業年度中に開催された取締役会10回のうち９回出席（90.0％）
し、監査等委員会に14回のうち12回出席（85.7％）し、主に企業経
営者としての観点から、適宜、必要な発言を行っております。
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る報酬等の額
金　　額

当事業年度に係る報酬等の額 29,500千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 29,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の報酬について、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状
況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った結果、上記の報
酬等の額は相当であると判断し、これに同意いたしました。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いた
します。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められる場合に、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、
会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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⑸　責任限定契約の内容の概要
　当社と会計監査人である新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づ
き、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度
額としております。

⑹　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
　金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の内容の概要
①　処分対象

　新日本有限責任監査法人
②　処分の内容

・契約の新規の締結に関する業務の停止　３月
（平成28年１月１日から同年３月31日まで）
・業務改善命令（業務管理体制の改善）

③　処分の理由
・社員の過失による虚偽証明
・監査法人の運営が著しく不当
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６．会社の体制及び方針
⑴　業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制
・当社及び子会社は、取締役及び使用人が業務を執行するにあたり、遵守すべき「企業

行動指針」を定め、日常の業務運営の指針とし、取締役自ら率先垂範して社員へ浸透
を徹底する。また、研修等を通じて、法令、定款の遵守に関する啓蒙、教育・指導を
行う。

・当社は、業務執行に対しては、会社全体が相互牽制組織となるよう、組織構成、職務
権限を適正に維持するとともに、社長直轄の内部監査室が当社及び子会社の内部統制
を統括する。

・当社及び子会社は、法令、定款違反等に関するヘルプラインを確保する。
②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務執行に係る情報については、文書取扱規程等の社内規程に従い、適切に
保存・管理する。

③　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社は、経営上想定される各種リスクを明確にし、これに対応したリスク管理体制を

構築する。このため、社長を委員長とする危機管理委員会を設置し、危機管理マニュ
アルを整備、管理するとともに、リスクに対する社内の意識を涵養し、未然防止に努
める。
不測の重大事態の発生はもとより、日常的各種リスクに対しては、リスクの重要度に
対応した対策本部を設置し、業務組織規程、職務権限規程及び危機管理マニュアルに
従い、各担当部門ないしは全社で迅速に対応して、被害を最小限に抑える体制を整え
る。
また、当該規程及びマニュアルは、その時代環境に適合したものに維持する。

・定期的に開催されるグループ社長会において、コンプライアンス、災害、品質等のリ
スクに関する報告及び意見交換、指導等を行う。
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④　当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社は、三事業年度を期間とするグループ中期経営計画を策定し、当該中期経営計画

を具体化するために、当社及び子会社は中期経営計画及び事業年度ごとの経営計画を
策定する。

・当社は、取締役の職務執行が効率的に行われるために、定例の取締役会を原則月１回
開催する他、適宜必要に応じて取締役会を開催する。また、執行役員制による業務執
行責任体制を明確にすることにより、取締役会の監督機能を強化し、重要事項の業務
執行に関する意思決定を機動的に行う。
取締役会等の決定に基づく業務執行については、業務組織規程、職務権限規程等の社
内規程に従い、取締役（監査等委員である取締役を除く。）・執行役員等が各々委任
された事項に責任をもって執行することを徹底する。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、グループ共通の「植木組グループ会社行動指針」を定める。
　また、グループ会社の自主独立性を尊重しつつ、適正なグループ統制を行うため、「植
木組グループ運営方針」を定め、関係会社管理規程に従い、適切な管理・統制を行う。
　グループ会社の監査については、当社役員及び当社内部監査室が、定期的及び必要に
応じて各会社の監査を行う。
　なお、グループ社長会において、経営状況に関する情報の共有及び意見交換、並びに
必要な指導等を緻密に行うものとする。

⑥　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項及び補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独
立性に関する事項
・監査等委員会の求めにより職務の補助者を設置する場合は、その独立性を保持する。
・監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会の指示命令下で職務を遂行

し、当該使用人の人事異動、評価等については、あらかじめ監査等委員会の同意を要
することとする。

⑦　当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員
会に報告するための体制
・当社は、当社の監査等委員会が執行役員会、グループ社長会等、各種重要な社内会議

に出席し、また重要決議書類を閲覧すること等により、業務執行状況を適切に把握で
きる環境を整える。
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・当社及び子会社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、会社の
信用を大きく損なったり、業績に重大な影響を及ぼすことが懸念される事項を発見し
た場合、監査等委員会に対して、直ちに報告する。

・当社及び子会社の内部通報担当者は、内部通報を受けた場合、速やかに当社監査等委
員会に報告する。

⑧　監査等委員会に報告した者が当該報告したことを理由として不利益な取扱いを受けない
ことを確保する体制
　当社は、監査等委員会へ報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当
該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び子
会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

⑨　監査等委員の職務執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は償
還の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員がその職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用の
前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債
務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれ
に応じるものとする。

⑩　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・会計監査人は、監査等委員会に対して監査計画の報告、説明を事前に行うものとする。

また、会社が会計監査人に非監査業務を依頼する場合は、事前に監査等委員会の承認
を得る。

・代表取締役は、監査等委員会と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査等
委員会監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行う。

・当社は、監査等委員会が、独自に弁護士との顧問契約を締結し、又は、必要に応じて
専門の弁護士、公認会計士の助言を受ける機会を保障する。
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⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社では、事業の継続・安定的発展を確保して行くことを目的とし、コンプライアンスの
推進、リスクマネジメントの強化に取り組んでおります。これらをはじめ、業務の適正を確
保するための体制の当事業年度における運用状況の概要は以下のとおりであります。

１．コンプライアンス体制
　当社は、使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスについて、社内研
修での教育及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守するための取組を継続的に
行っております。また、当社及び当社グループ各社は「公益通報者保護規程」により相
談・通報体制を設けており、コンプライアンスの実効性の向上に努めております。

２．リスク管理体制
　当社は、危機管理委員会を適宜開催し、当社全体のリスクマネジメントに関する課題・
対策について検討いたしております。また、当社グループ各社の代表取締役で構成され
たグループ社長会でリスクの把握・対応等が報告され、リスクの共有化及び対応を図っ
ております。

３．取締役の職務執行
　当社は、「取締役会規程」に基づき、原則月１回の取締役会を開催し、法令や定款に
定められた事項や経営方針等、経営に関する重要な事項の決議を行うとともに、社外取
締役を選任し、取締役会による当社取締役の職務執行の監督機能を強化しております。

４．内部監査体制
　当社は、内部監査室が内部監査計画に基づき、当社及び当社グループ各社の内部監査
を実施し、それぞれの検証結果を代表取締役及び常勤監査等委員に対し報告を行ってお
ります。

５．グループ管理体制
　当社では、「関係会社管理規程」を定め、当社グループ各社から事前の承認及び報告
を受ける体制を整えております。また、定期的に開催される当社グループ各社の代表取
締役で構成されたグループ社長会で当社グループ各社の財務状況、その他の状況につい
て報告を受けております。
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６．監査等委員の職務執行
　当社の監査等委員は監査等委員会において定めた監査方針・監査計画に基づき、内部
監査室と連携して当社及び当社グループ各社の往査等を行っており、往査報告について
は監査等委員会にて報告されております。また、監査等委員は重要な経営会議に出席し、
業務執行が適切に行われていることを確認することで監査業務の有効性の確保に努めて
おります。

７．監査等委員の監査の実効性を確保するための体制
　監査等委員は当社の重要な経営会議に出席する他、業務執行に関する重要な文書を閲
覧し、必要に応じて担当取締役及び使用人に説明を求めております。適宜、監査等委員
会を開催している他、会計監査人及び内部監査室との情報交換や、代表取締役と定期的
な面談を行っております。

⑶　剰余金の配当等の決定に関する基本方針
　当社は、企業価値を高めるための投資等を積極的に推進するとともに、グループの経営成
績及び財政状態を勘案し、内部留保の充実を図りつつ、株主の皆様へ安定的に利益還元する
ことを基本方針としております。
　上記基本方針に基づき、当事業年度の利益配分につきましては、株主の皆様への積極的な
利益還元策として、当事業年度は１株につき普通配当を7円50銭（前期と同額）とさせてい
ただきます。
　また、配当金の支払開始日（効力発生日）は、平成29年６月28日（水曜日）とさせてい
ただきます。
　なお、上記については、会社法第459条第１項第４号の規定に基づき、平成29年５月11
日開催の取締役会にて決議しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
販 売 用 不 動 産
商 品
未 成 工 事 支 出 金
不 動 産 事 業 支 出 金
材 料 貯 蔵 品
未 収 入 金
立 替 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物
機械、運搬具及び工具器具備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
リ ー ス 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

26,343,698
5,334,472

15,676,193
657,072

3,719
959,141

1,890,336
59,992

802,543
666,055
278,116
51,463

△35,408
15,521,351
12,900,289

4,316,772
762,052

7,552,295
252,710
16,459
214,692

7,306
78,696

128,689
2,406,369
1,595,207

203,498
521,321
277,215

△190,872

流 動 負 債 18,264,946
支払手形・工事未払金等 9,842,787
短 期 借 入 金 5,014,600
リ ー ス 債 務 97,629
未 払 金 349,681
未 払 法 人 税 等 472,642
繰 延 税 金 負 債 1,037
未 成 工 事 受 入 金 1,587,985
賞 与 引 当 金 610,830
役 員 賞 与 引 当 金 19,068
完 成 工 事 補 償 引 当 金 39,660
工 事 損 失 引 当 金 15,553
そ の 他 213,469

固 定 負 債 4,873,890
長 期 借 入 金 1,196,100
リ ー ス 債 務 162,387
再評価に係る繰延税金負債 549,081
繰 延 税 金 負 債 17,388
退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,514,742
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 169,825
債 務 保 証 損 失 引 当 金 105,818
そ の 他 1,158,546
負 債 合 計 23,138,837

純 資 産 の 部
株 主 資 本 18,696,747

資 本 金 5,315,671
資 本 剰 余 金 5,359,413
利 益 剰 余 金 8,184,152
自 己 株 式 △162,488

その他の包括利益累計額 △6,607
その他有価証券評価差額金 359,158
土 地 再 評 価 差 額 金 △262,676
退職給付に係る調整累計額 △103,089

非 支 配 株 主 持 分 36,071
純 資 産 合 計 18,726,211

資 産 合 計 41,865,049 負 債 ・ 純 資 産 合 計 41,865,049
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連 結 損 益 計 算 書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高 37,908,748
不 動 産 事 業 売 上 高 4,204,845
そ の 他 の 事 業 売 上 高 2,937,696 45,051,290

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 34,814,031
不 動 産 事 業 売 上 原 価 3,468,363
そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 1,527,252 39,809,647

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 3,094,717
不 動 産 事 業 売 上 総 利 益 736,482
そ の 他 の 事 業 売 上 総 利 益 1,410,443 5,241,643

販 売費及び一般管理費 3,497,363
営 業 利 益 1,744,279

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 36,284
そ の 他 41,905 78,190

営 業 外 費 用
支 払 利 息 41,338
そ の 他 3,123 44,462
経 常 利 益 1,778,008

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 67,031
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 4,250
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,164 77,446

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 6
固 定 資 産 除 却 損 6,586
減 損 損 失 90,122
そ の 他 466 97,181
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,758,273
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 470,301
法 人 税 等 調 整 額 36,288 506,590
当 期 純 利 益 1,251,682
非支配株主に帰属する当期純利益 2,631
親会社株主に帰属する当期純利益 1,249,050
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連結株主資本等変動計算書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 5,315,671 5,359,413 7,200,323 △161,568 17,713,838
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △248,290 △248,290
土地再評価差額金の取崩 △16,931 △16,931
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,249,050 1,249,050

自 己 株 式 の 取 得 △919 △919
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 983,828 △919 982,908
当 期 末 残 高 5,315,671 5,359,413 8,184,152 △162,488 18,696,747

その他の包括利益累計額
非支配株主
持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 196,618 △279,607 △195,816 △278,805 33,439 17,468,473
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △248,290
土地再評価差額金の取崩 △16,931
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,249,050

自 己 株 式 の 取 得 △919
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 162,540 16,931 92,726 272,198 2,631 274,829

当 期 変 動 額 合 計 162,540 16,931 92,726 272,198 2,631 1,257,738
当 期 末 残 高 359,158 △262,676 △103,089 △6,607 36,071 18,726,211

－ 32 －



貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
不 動 産 事 業 未 収 入 金
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
材 料 貯 蔵 品
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
立 替 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

23,698,129
4,805,810

214,249
16,019,541

43,342
137,187
770,974
30,917

140,000
641,353
682,266
219,405
28,906

△35,824
14,767,282
8,031,266
2,086,187

393,389
179,185

5,327,668
44,835
166,194

7,306
90,042
68,845

6,569,821
1,576,269

679,850
3,878,425

679
203,498
318,046
114,152

△201,099

流 動 負 債 18,812,018
支 払 手 形 3,002,594
工 事 未 払 金 6,483,621
不 動 産 事 業 未 払 金 3,466
短 期 借 入 金 5,014,600
リ ー ス 債 務 14,954
未 払 金 158,188
未 払 法 人 税 等 395,329
未 成 工 事 受 入 金 1,309,957
不 動 産 事 業 受 入 金 13,773
預 り 金 1,850,480
賞 与 引 当 金 504,539
役 員 賞 与 引 当 金 2,666
完 成 工 事 補 償 引 当 金 39,660
工 事 損 失 引 当 金 15,553
そ の 他 2,632

固 定 負 債 3,485,654
長 期 借 入 金 1,196,100
リ ー ス 債 務 37,187
再評価に係る繰延税金負債 549,081
退 職 給 付 引 当 金 1,201,818
債 務 保 証 損 失 引 当 金 105,818
そ の 他 395,648
負 債 合 計 22,297,673

純 資 産 の 部
株 主 資 本 16,071,255

資 本 金 5,315,671
資 本 剰 余 金 5,359,413

資 本 準 備 金 5,359,413
利 益 剰 余 金 5,558,659

利 益 準 備 金 670,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,888,659

圧 縮 記 帳 積 立 金 101,518
別 途 積 立 金 1,300,000
繰 越 利 益 剰 余 金 3,487,140

自 己 株 式 △162,488
評 価 ・ 換 算 差 額 等 96,482

その他有価証券評価差額金 359,158
土 地 再 評 価 差 額 金 △262,676
純 資 産 合 計 16,167,738

資 産 合 計 38,465,411 負 債 ・ 純 資 産 合 計 38,465,411
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損 益 計 算 書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高 38,207,114
不 動 産 事 業 売 上 高 374,990
そ の 他 の 事 業 売 上 高 859,207 39,441,312

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 35,282,866
不 動 産 事 業 売 上 原 価 249,685
そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 601,668 36,134,220

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 2,924,248
不 動 産 事 業 売 上 総 利 益 125,305
そ の 他 の 事 業 売 上 総 利 益 257,538 3,307,091

販 売費及び一般管理費 1,906,314
営 業 利 益 1,400,777

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 144,864
そ の 他 18,401 163,266

営 業 外 費 用
支 払 利 息 43,337
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,792
そ の 他 3,101 49,231
経 常 利 益 1,514,812

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,680
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 4,250
投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,164 12,095

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 6,305
投 資 有 価 証 券 売 却 損 466
減 損 損 失 90,122 96,894
税 引 前 当 期 純 利 益 1,430,013
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 374,452
法 人 税 等 調 整 額 22,306 396,758
当 期 純 利 益 1,033,254
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株主資本等変動計算書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計圧 縮 記 帳

積 立 金
別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,315,671 5,359,413 5,359,413 670,000 102,486 1,300,000 2,718,141 4,790,627

当 期 変 動 額

圧縮記帳積立金の取崩 △967 967 －

剰 余 金 の 配 当 △248,290 △248,290

土地再評価差額金の取崩 △16,931 △16,931

当 期 純 利 益 1,033,254 1,033,254

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △967 － 768,999 768,031

当 期 末 残 高 5,315,671 5,359,413 5,359,413 670,000 101,518 1,300,000 3,487,140 5,558,659

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △161,568 15,304,143 196,618 △279,607 △82,989 15,221,153

当 期 変 動 額

圧縮記帳積立金の取崩 － －

剰 余 金 の 配 当 △248,290 △248,290

土地再評価差額金の取崩 △16,931 16,931 16,931 －

当 期 純 利 益 1,033,254 1,033,254

自 己 株 式 の 取 得 △919 △919 △919

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 162,540 162,540 162,540

当 期 変 動 額 合 計 △919 767,112 162,540 16,931 179,472 946,584

当 期 末 残 高 △162,488 16,071,255 359,158 △262,676 96,482 16,167,738
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月９日

株 式 会 社 植 木 組
取 締 役 会 　御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 五十嵐　　　朗 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 塚 田 一 誠 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社植木組の平成28年４月１日から平成29
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社植木組及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月９日

株 式 会 社 植 木 組
取 締 役 会 　御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 五十嵐　　　朗 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 塚 田 一 誠 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社植木組の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの第70期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告　謄本

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第70期事業年度における取締
役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議
の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、内

部監査室と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項
の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討しました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月10日
株式会社　植木組　監査等委員会
常勤監査等委員 栃 倉 勝 幸 ㊞

監査等委員 深 澤 邦 光 ㊞
監査等委員 種 岡 弘 明 ㊞

 

（注）監査等委員深澤邦光及び種岡弘明は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役
であります。

以　上
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会場：新潟県柏崎市駅前２丁目２番30号
柏崎エネルギーホール　２階ホール

交通：JR信越本線「柏崎駅」より徒歩５分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


